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諮問第１０号 

 

 「外国人向けの映像による国際放送」の在り方とその推進方策 

 

 

１ 諮問理由 

グローバル化の進展及び人口減・超高齢化社会の到来を踏まえ、我が国のソフトパワ

ーを強化するとともに、情報発信によって諸外国及び外国人の日本の歴史・文化・社会

事情等に対する理解を促進することが必要不可欠の課題となっている。 

   我が国からの映像による情報発信については、これまでＮＨＫが唯一の担い手として

取り組んで来たところであるが、昨今の国際情勢の複雑化、ＮＨＫの厳しい財政状況等

の事情により、必ずしも十分な状況とは言えず、厚みのある情報発信力の強化を図るべ

きとの声が高まっている。 

  他方、欧米あるいは中国・韓国等においては、国策的な国の支援の下で国際的な映像

情報の発信・配信を強化する動きが盛んとなっている。 

    そこで、今後、我が国においても、放送事業者、民間企業等が一体となって、本格的

な「外国人向けの映像による国際放送」を開始するとともに、国も必要な支援を行うこ

とが求められるところ、その主体（組織）、財源、対象とする国・地域・視聴者層、放送

番組の内容、スケジュール等映像国際放送推進のための具体的方策について、情報通信

審議会に諮問するものである。 

 

２ 答申を希望する事項 

  「外国人向けの映像による国際放送」の早期具体化を図るため、以下の事項について

答申を希望する。 

 (1) 実施主体の在り方 

 (2) 財源及び制度（国の役割及び負担の在り方を含む。） 

 (3) 対象地域 

 (4) 放送番組の内容 

 (5) その他 

 

３ 答申を希望する時期 

  平成１９年３月目途（平成１８年１２月目途に中間取りまとめ） 

 

４ 答申が得られた時の行政上の措置 

  今後の情報通信行政の推進に資する。 
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「外国人向けの映像による国際放送」の在り方とその推進方策

新たに外国人向けの映像による国際放送を早期に開始する。その際、新たに子会社を設立し、民間の出資等を積極的に

受け入れるとともに、必要な国費を投入する。 （通信・放送の在り方に関する政府与党合意（平成１８年６月２０日））

１．目 標

ＮＨＫのみが、海外向けの映像による国際放送を実施。

〈受信可能世帯数〉７，２００万世帯（ＮＨＫの平成１４年度推計値）

２．現 状

３．諮問の概要

（１）現在の取り組み

① 放送法第３７条に基づくＮＨＫの収支予算等に対する総務大臣の意見において、海外への情報発信の強化等について記述。

② 「外国人向けの映像による国際放送」を行う子会社が設立されるまでの間、ＮＨＫの行う映像国際放送について放送法第３３条に

基づく命令放送を行わせることを検討。

（２）目標実現に向けた課題

① 実施主体の設立・運営については、放送事業者、民間企業、国等が一体となっての取り組みが必要。

② 採算性を確保するため、国費を含めた幅広い財源の在り方について検討が必要。

③ 制度整備（国の関与の在り方、法制度上の位置付け等）について検討が必要。

（３）具体的な検討項目

① 実施主体の在り方 ② 財源及び制度（国の役割及び負担の在り方を含む。） ③ 対象地域 ④ 放送番組の内容 ⑤ その他

（４）スケジュール
8/1
諮問

9月 10月 1月

12月
中間とりまとめ

11月

3月
答申2月

現状では、
不十分、
更に強化す
べきとの声。

欧米、アジア

においては、

国が積極的

に支援。
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約45億円
放送振興基金、政府
交付金、広告収入等

２
英語、韓国語

ｱﾗﾋﾞｱ語
２４

アリランＴＶ(ＫＩＢＦ:韓国国際放送交流財団)
〔財団法人〕

韓国

非公表ＣＣＴＶ予算３
中国語、英語

ｽﾍﾟｲﾝ語、ﾌﾗﾝｽ語
２４

ＣＣＴＶ（同左)
〔国営放送〕

中国

約2億円
受信料、広告収入

視聴契約料等
１

韓国語
（一部英語字幕）

２４
ＫＢＳワールド（ＫＢＳ)

〔公共放送〕

非公表非公表４ｲﾀﾘｱ語２４
ＲＡＩインターナショナル（同左）

〔ＲＡＩの子会社〕
イタリア

１０８億円
(2006年)

政府交付金
２

(予定)

ﾌﾗﾝｽ語、英語、
2007年夏期にｱﾗﾋﾞｱ語、
2008～2010年にｽﾍﾟｲﾝ語

放送の開始を予定

２４フランス国際情報チャンネル（CFII）

約120億円
政府資金
視聴契約料

１ﾌﾗﾝｽ語２４
ＴＶ５（ＴＶ５モンド）

〔仏F2､F3にスイス､ベルギーなどの公共放送が出
資する株式会社〕

フランス※

約27億円政府交付金－
ﾌﾗﾝｽ語、英語

ｱﾗﾋﾞｱ語、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語
－

ＣＦＩ:ｶﾅﾙ･ﾌﾗﾝｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（同左）
〔政府系持ち株会社傘下の株式会社〕

約174億円
（ラジオを含む)

政府予算１２４２４
ボイス・オブ・アメリカ

（ＢＢＧ:政府の放送管理委員会）
〔国営放送〕

アメリカ

政府交付金

広告収入、視聴契約料

受信料

財源

１ﾄﾞｲﾂ語２４
ジャーマンＴＶ（ドイチェ・ベレ、ARD、ZDF）

〔公共放送〕

約352億円
（ラジオを含む)

１
ﾄﾞｲﾂ語、英語

ｽﾍﾟｲﾝ語、ｱﾗﾋﾞｱ語
２４

ＤＷ－ｔｖ（ドイチェ・ベレ）
〔公共放送〕

ドイツ

約95億円１英語２４
ＢＢＣワールド（ＢＢＣワールド社）

〔ＢＢＣの商業部門（ＢＢＣの100％子会社）〕
イギリス

28億円１日本語、英語２４
ＮＨＫワールドＴＶ（日本放送協会）

〔公共放送〕
日本

運営経費
（※）

CH数使用言語
放送時間
（日）

サービス名（実施機関）
〔経営形態〕

国 名

※ フランスにおいては、公共放送フランステレビジョンと商業放送ＴＦ１の共同出資による「ＣＦＩＩ（仮称）」を設立し、ニュース専門チャンネル「仏版CNN」の放送を2006年末までに
開始する予定（運営費は全額政府交付金でまかなう予定）。
注１：日本は平成１８年度予算、アメリカ、フランス、韓国は2005年度予算。ドイツは2003年予算。イギリスは、2003年フィナンシャルタイムズ記事より。
注２：1ﾄﾞﾙ＝１１０円、１ユーロ＝１３５円、１ウォン＝0.1円で換算。

主要国のテレビ国際放送
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平成１８年８月１日

総務省情報通信政策局

国 際 放 送 の 概 要国 際 放 送 の 概 要

参考資料



（１）国際放送の現状
外国における受信を目的としたいわゆる国際放送については、ＮＨＫが短波によるラジオ国際放送

「ＮＨＫワールド・ラジオ日本」及び人工衛星によるテレビ国際放送「ＮＨKワールドＴＶ」を実施している。

① ラジオ国際放送
「ＮＨＫワールド・ラジオ日本」では、現在1日延べ65時間、日本語、英語等22言語で、茨城県の八俣送信所及

び海外9ヵ所の中継局を経由して全世界を対象に放送を行っている。

また、ニュース等については、インターネットを通じても配信サービスが行われている。

１．国際放送等の現状

ギアナ中継局

（仏領ギアナ）
⑨

ボネール中継局

（蘭領ボネール島）
⑧

シンガポール中継局

（シンガポール）
⑥

スリランカ中継局

（スリランカ）
⑤

アセンション中継局
（英領アセンション島）

②

ガボン中継局

（ガボン共和国）
③

カナダ中継局

（カナダ）
⑦

ダバヤ中継局

（ＵＡＥ）
④

イギリス中継局

（英国）
①

●
●

●

●
●

●

●

●

●
●

八俣送信所
（茨城県古河市）

⑦カナダ中継局
（カナダ）

⑧ボネール中継局
（蘭領ﾎﾞﾈｰﾙ島）

⑥シンガポール中継局
（ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ）

⑤スリランカ中継局
（ｽﾘﾗﾝｶ）

③ガボン中継局
（ｶﾞﾎﾞﾝ共和国）

④ダバヤ中継局
（ＵＡＥ）

②アセンション中継局
（英領ｱｾﾝｼｮﾝ島）

①イギリス中継局

中継局から送信●

● 日本から送信

⑨ギアナ中継局
（仏領ｷﾞｱﾅ）

１



② テレビ国際放送
「ＮＨＫワールドＴＶ」では、海外の衛星を使用し英語及び日本語によるテレビ国際放送を実施している。パン

アムサット衛星3基（※１）による在留邦人の居住地域のほぼ１００％のエリアをカバーした24時間のテレビ国際
放送を行うとともに、欧米において、日系の現地衛星放送事業者（※２）や衛星番組提供事業者（※３）との委託
契約により、テレビ国際放送を行っている。

HotBird-6
13°E

PAS-10
68.5°E

PAS-8
166°E

PAS-9
58°W

Echo-3
61.5°W

Echo-7
119°W

Echo-1
148°W

Echo-9
121°W

６.５時間放送

６時間放送

２４時間放送 ２４時間放送 ２４時間放送

２

※１ パンアムサット社 PAS－8(アジア・太平洋地域）､PAS－9(北米・中南米地域)､PAS－10(欧州・中東・南西アジア・アフリカ地域)
※２ ユーテルサット社のHotBird－6（欧州・中東・北アフリカ）を用い欧州の日系放送事業者であるJSTV（Japan Satellite Television LTD.）が、6.5時間（2006年4月現在）放送。
※３ エコースター社 が、自社の衛星を使用して北米地域に約180チャンネルの放送を展開するDISH Network（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ）に放送番組を提供する日系の番組配信事業者であ

るJNG（Japan Network Group INC.）を通じて、6時間放送（2005年4月現在）放送。なお、JNGが利用する衛星はEcho-1,3,7,9の4機。



（２）海外への番組配信等の現状
NHKの国際放送の他、ＮＨＫ、民放等が外国の放送事業者やCATV事業者等に対し番組配信

を実施している。

① NHKによる番組配信
ＮＨＫは、テレビ国際放送と同じパンアムサット衛星３基を用いて、海外の放送事業者やCATV事業者等

を対象に、「NHKワールド・プレミアム」の名称で、ニュース・情報番組に加え、娯楽番組、スポーツ等、様々
な放送番組を２４時間配信・提供している。
なお、番組配信はスクランブルのかけられた形で行われており、視聴するためには、現地の事業者等との

視聴契約が必要となる。 PAS-10
68.5°E

PAS-8
166°E

PAS-9
58°W

３

②一般放送事業者による番組配信
一般放送事業者による番組配信の代表的なものとしては、フジテレビが欧米において、現地の衛星放送事

業者や地上波放送事業者（UHF）の放送枠を購入し、番組を配信している事例がある。



約45億円
放送振興基金、政府
交付金、広告収入等

２
英語、韓国語

ｱﾗﾋﾞｱ語
２４

アリランＴＶ(ＫＩＢＦ:韓国国際放送交流財団)
〔財団法人〕

韓国

非公表ＣＣＴＶ予算３
中国語、英語

ｽﾍﾟｲﾝ語、ﾌﾗﾝｽ語
２４

ＣＣＴＶ（同左)
〔国営放送〕

中国

約2億円
受信料、広告収入

視聴契約料等
１

韓国語
（一部英語字幕）

２４
ＫＢＳワールド（ＫＢＳ)

〔公共放送〕

非公表非公表４ｲﾀﾘｱ語２４
ＲＡＩインターナショナル（同左）

〔ＲＡＩの子会社〕
イタリア

１０８億円
(2006年)

政府交付金
２

(予定)

ﾌﾗﾝｽ語、英語、
2007年夏期にｱﾗﾋﾞｱ語、
2008～2010年にｽﾍﾟｲﾝ語

放送の開始を予定

２４フランス国際情報チャンネル（CFII）

約120億円
政府資金
視聴契約料

１ﾌﾗﾝｽ語２４
ＴＶ５（ＴＶ５モンド）

〔仏F2､F3にスイス､ベルギーなどの公共放送が出
資する株式会社〕

フランス※

約27億円政府交付金－
ﾌﾗﾝｽ語、英語

ｱﾗﾋﾞｱ語、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語
－

ＣＦＩ:ｶﾅﾙ･ﾌﾗﾝｽ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ（同左）
〔政府系持ち株会社傘下の株式会社〕

約174億円
（ラジオを含む)

政府予算１２４２４
ボイス・オブ・アメリカ

（ＢＢＧ:政府の放送管理委員会）
〔国営放送〕

アメリカ

政府交付金

広告収入、視聴契約料

受信料

財源

１ﾄﾞｲﾂ語２４
ジャーマンＴＶ（ドイチェ・ベレ、ARD、ZDF）

〔公共放送〕

約352億円
（ラジオを含む)

１
ﾄﾞｲﾂ語、英語

ｽﾍﾟｲﾝ語、ｱﾗﾋﾞｱ語
２４

ＤＷ－ｔｖ（ドイチェ・ベレ）
〔公共放送〕

ドイツ

約95億円１英語２４
ＢＢＣワールド（ＢＢＣワールド社）

〔ＢＢＣの商業部門（ＢＢＣの100％子会社）〕
イギリス

28億円１日本語、英語２４
ＮＨＫワールドＴＶ（日本放送協会）

〔公共放送〕
日本

運営経費
（※）

CH数使用言語
放送時間
（日）

サービス名（実施機関）
〔経営形態〕

国 名

※ フランスにおいては、公共放送フランステレビジョンと商業放送ＴＦ１の共同出資による「ＣＦＩＩ（仮称）」を設立し、ニュース専門チャンネル「仏版CNN」の放送を2006年末までに
開始する予定（運営費は全額政府交付金でまかなう予定）。
注１：日本は平成１８年度予算、アメリカ、フランス、韓国は2005年度予算。ドイツは2003年予算。イギリスは、2003年フィナンシャルタイムズ記事より。
注２：1ﾄﾞﾙ＝１１０円、１ユーロ＝１３５円、１ウォン＝0.1円で換算。 ４

２．主要国の国際放送

（１）主要国のテレビ国際放送



（２）主要国のラジオ国際放送

受信料
広告収入

政府予算

非公表

政府交付金
番組提供料

政府交付金

政府交付金

政府予算

受信料
政府交付金

財源

３ヶ所

不明

不明

自営１ヶ所
（他に交換･借用中継局

多数）

自営４ヶ所（他に
交換･借用中継局多

数）

７ヶ所（※５）
（他に交換･借用中継

局多数）

自営１７ヶ所（他
に借用中継局多数）

９ヶ所（交換及び
借用中継局）

海外中継局
（※２）

短波10台
その他中波

不明

不明

短波１６台
中波１台
ＦＭ１台

短波３０台
中波１台
ＦＭ１台

短波７５台
中波７台

短波１１２台
中波１１台

短波１０台

送信施設
（※２）

１１

４３

２６

２０

２９

（※４）
３３

４４

２２

使用言語
（※１）

９３時間

３９２時間

９０時間25分
（2004年）

３２２時間
（送信時間）

９９時間

１７８時間
（送信時間）

１７０時間

６５時間

放送時間
(1日平均)

約4億円KBS
（公共放送）韓国

非公表
RAIｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

（公共放送RAIの出資す
る株式会社）

イタリア

非公表中国国際ラジオ(CRI)
（国営放送）中国

約188億円
ﾗｼﾞｵ･ﾌﾗﾝｽ･ｱﾝﾃﾅｼｵﾅﾙ

(RFI)
（公共放送）

フランス

約352億円
（テレビを含む）

ドイチェ・ヴェレ
（公共放送）ドイツ

約486億円ｲｷﾞﾘｽ放送協会(BBC)
（公共放送）イギリス

約174億円
（テレビを含む）

ﾎﾞｲｽ･ｵﾌﾞｱﾒﾘｶ(VOA)
（国営放送）アメリカ

85億円日本放送協会
（公共放送）日本

運営経費
（※３）

放送実施機関
（経営形態）国名

※１ 使用言語数には、短波放送だけでなく、他のメディア（中波・ＦＭ・衛星放送等）で放送されている言語も含む。

※２ 送信施設と海外中継局については、2001年9月時点の状況。

※３ 日本は平成18(2006)年度予算、それ以外は2005年度予算。NHK調べ。

※４ 2006年２月の数。ＢＢＣは、2006年1月末までに、それまで放送で使用していた43言語のうち、10言語を廃止した。

※５ ＢＢＣは、送信業務をＶＴコミュニケーションズ社に一括委託。７ヶ所は、ＶＴ社の運用する海外中継局の数。

注：1ドル＝110円、1ポンド＝200円、１ユーロ＝135円、1ウォン＝0.1円で換算。

５

（2005年12月1日現在）



２４時間２４時間２４時間２４時間（最大）２４時間対象時間

契約数

視聴可能
世帯数

2億6,000万件2,100万件1,525万件－

広告料、視聴料広告料、視聴料受信料等財源

－

欧州･中東
アフリカ･アジア

娯楽番組等

英語

BBCﾌﾟﾗｲﾑ
（有料）

ﾆｭｰｽﾆｭｰｽ・情報番組ﾆｭｰｽ･情報･娯楽番組ﾆｭｰｽ･情報番組
（約80％）（約20％）

番組内容

英語､ﾄﾞｲﾂ語､ｽﾍﾟｲﾝ語､ｱﾗﾋﾞｱ語､
ﾄﾙｺ語､日本語､韓国語

英語主に日本語
日本語・英語

現在の英語化率は約56％
であるが3年以内に100％

言語

－

全世界

NHKﾜｰﾙﾄﾞ･ﾌﾟﾚﾐｱﾑ
（有料）

7,200万世帯

全世界

NHKﾜｰﾙﾄﾞTV
（無料）

公共放送

ＮＨＫ

－

2億7,000万世帯
視聴
世帯
等

全世界全世界対象地域

ＣＮＮ
（広告・有料）

BBCﾜｰﾙﾄﾞ
（広告・有料）

サービス名

タイムワーナーグループの企業
公共放送

（BBCの子会社が実施）
事業形態

ＣＮＮＢＢＣ

※フランスにおいては、公共放送フランステレビジョンと商業放送ＴＦ１の共同出資による「ＣＦＩＩ（仮称）」を設立し、ニュース専門チャンネル「仏版
CNN」の放送を2006年末までに開始する構想がある。
※NHKワールド･プレミアムの契約数は、平成1８年5月末現在。BBCワールドの視聴世帯数は平成17年10月現在。

BBCプライムの契約数は、2004 年度BBCワールドワイド社年次報告書より。

※ 現地衛星・ＣＡＴＶ事業者への
番組提供

映像による海外情報発信の比較

（３）ＮＨＫとＢＢＣ、ＣＮＮなどの比較

６



１．１．通信・放送の在り方に関する懇談会

（５）ＮＨＫの抜本改革
⑤ 国際放送の強化
日本のソフトパワーを強化する観点からは、世界に“日本ファン”を増や

すことが重要である。同時に、グローバル化と人口減少が進む中では、海外
の目を日本に向けさせ、海外から日本に来る企業、観光客・留学生等の数を
増大させることが必要である。

これらの課題に対処するためには、外国人向けの映像による英語国際放送
を早期に開始すべきであり、その際は、日本の文化・学術や報道、アジアの
情報等をバランス良く発信するとともに、テレビ放送とＩＰ網による番組配
信の双方で行うべきである。

そうした国際放送を実施する主体としては、公共放送であるＮＨＫが最適
であると考えられるが、同時に、民間放送事業者のノウハウや番組提供も必
要であることから、新たにＮＨＫの子会社を設立して実施することとし、当
該子会社に対する民間の出資を積極的に受け入れるようにすべきである。

その際、こうした新しい国際放送の採算性を安定的に確保するため、編集
の独立性は確保しつつ、運営財源として財政支援も検討すべきである。

「通信・放送の在り方に関する懇談会」報告（平成１８年６月６日）

７

（参 考）



今後の放送・通信の在り方について （平成１８年６月２０日）

２．自民党電気通信調査会通信・放送産業高度化小委員会

『（ ＮＨＫ関係 ）

２ 業務の範囲

（２）国際放送のあり方

ＮＨＫは、現在主に海外の日本人向けに実施しているテレビ国際放送の

英語化率を高めるなど、その充実に取り組むべきである。

さらに、この従来のテレビ国際放送とは別に、外国人向けの、世界に通用

する新しい国際放送チャンネルの創設を検討すべきである。この新しいチャ

ンネルの放送について、ＮＨＫ本体で行うのか、子会社で行うのかについて

検討が必要である。

ただし、いずれにしてもこのような放送は採算ベースに乗せることは極めて

難しく、必要な国費の投入を検討することが必要。』

８



３．通信・放送の在り方に関する政府与党合意

ＮＨＫ関連

・ 新たに外国人向けの映像による国際放送を早期に開始する。

その際、新たに子会社を設立し、民間の出資等を積極的に受け入れるとともに、

必要な国費を投入する。

（関連抜粋）

通信・放送の在り方に関する政府与党合意（平成１８年６月２０日）

９



４．経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006

１．経済成長戦略大綱の推進による成長力の強化

（２）生産性の向上（ＩＴとサービス産業の革新）

③世界最先端の通信・放送に係るインフラ・サービスの実現

・ 「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」に基づき、世界の状況を踏まえ、

通信・放送分野の改革を推進する

第２章 成長力・競争力を強化する取組

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（閣議決定）について （平成１８年７月７日）
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